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資料３

地震ワーキンググループ
中間報告

平成１６年５月２６日
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検討の基本方針

高度に集積した首都機能（経済、行政機能など）の確保策に着目
　　　　・被害想定の実施　　　　　　　　・応急対策の検討　
　　　　・間接被害減災対策の検討　　・企業の防災対策の検討

首都直下地震対策専門調査会

　　首都機能確保に必要な防災対策のため

　　　　　　○首都直下の地震の選定
　　　　　○首都地域での地震動の強さの検討

地震ワーキンググループ
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首都直下で発生する地震のタイプ

（１）地殻内の浅い地震

（２）フィリピン海プレートと北米プレートと
の境界の地震

（３）フィリピン海プレート内の地震

（４）フィリピン海プレートと太平洋プレート
との境界の地震

　→（２）の検討で包含されるため、除外

（５）太平洋プレート内の地震
　→（２）の検討で包含されるため、除外

（今回の検討の対象）

関東大地震

地震ワーキンググループ岡田委員提供資料をもとに作成
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防災的観点からの対象地震の考え方

対象とする地震は、予防対策、応急対策の２つに分類して検討。

（１）予防対策の対象地震

「想定される全ての地震について、それぞれ
の場所での最大の地震動はどの程度の強さ
となるか」

～漏れなく対応できる対策～

想定される地震の地震動の重ね合わせ



防災的観点からの対象地震の考え方

（２）応急対策の対象地震

「ある特定の地震を想定し、その地震が発生した場合に
それぞれの場所の地震動の強さがどの程度になるか」

首都機能の直接的な
ダメージ

首都機能を支える交通網、
ライフライン、石油コンビナート等

のダメージ

首都地域の中核都市
のダメージ

都心部の直下
で起きる地震

都心部の周辺で起きる地震

全
国
、
海
外
へ
波
及

特定の首都機能確保のため予防対策の検討にも利用 4
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ある程度の切迫性
が高いと考えられる

近い将来（今後100
年程度）発生の可能
性が否定できない

近い将来発生の可
能性は低い

地震発生
の蓋然性

首都機能
の重要性

首都機能集積首都機能を支える交通網
やライフライン等の機能

その他の機能

都心部周辺 都心部

予防対策、応急対策の対象とする地震の範囲

防災的観点からの対象地震の考え方

中核都市の機能

＜応急対策＞

＜予防対策＞

近い将来発生する
可能性がほとんど
ない
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地震動推計を行う対象地震
応急対策の対象とする地震予防対策の対

象とする地震
（Ⅰ） 都心部（Ⅱ） 都心部周辺（Ⅲ）

(

１)

地
殻
内
の
浅
い
地
震

Ⅰ(1)-1
Ｍ７以上の５
つの活断層

Ⅰ(1)-2
全ての地点
（Ｍ6.9)

Ⅱ(1)-2
直下 (Ｍ6.9)
○都心東部
○都心西部

Ⅲ(1)-1
中核都市、交通網、ライフラインに影
響を与えるＭ７以上の５つの活断層

Ⅲ(1)-2
中核都市、交通網、ライフラインに影
響を与える直下(Ｍ6.9)
○中核都市直下
○空港直下　　等

(

２)

フ
ィ
リ
ピ
ン
海

プ
レ
ー
ト
と
北
米

プ
レ
ー
ト
と
の
境

界
の
地
震

Ⅰ(2)
19断層面の領
域(Ｍ7.3)

Ⅱ(2)
２断層面の領域
（Ｍ7.3）
○東京湾北部

Ⅲ(2)
中核都市、交通網、ライフラインに影
響を与える５断層面の領域(Ｍ7.3）
○茨城県南部
○多摩

(

３)

フ
ィ
リ

ピ
ン
海
プ

レ
ー
ト
内

の
地
震

Ⅱ(3)
○東京湾北部
(Ｍ7.3)

Ⅲ(3)
○茨城県南部
○多摩
(Ｍ7.3)



（１）地殻内の浅い地震
地震動推計を行う対象地震
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応急対策の対象とする地震予防対策の対
象とする地震
（Ⅰ） 都心部（Ⅱ） 都心部周辺（Ⅲ）

(

１)

地
殻
内
の
浅
い
地
震

Ⅰ(1)-1
Ｍ７以上の５
つの活断層

Ⅰ(1)-2
全ての地点
（Ｍ6.9)

Ⅱ(1)-2
直下 (Ｍ6.9)
○都心東部
○都心西部

Ⅲ(1)-1
中核都市、交通網、ライフラインに影
響を与えるＭ７以上の５つの活断層

Ⅲ(1)-2
中核都市、交通網、ライフラインに影
響を与える直下(Ｍ6.9)
○中核都市直下
○空港直下　　等

(

２)

フ
ィ
リ
ピ
ン
海

プ
レ
ー
ト
と
北
米

プ
レ
ー
ト
と
の
境

界
の
地
震

(

３)

フ
ィ
リ

ピ
ン
海
プ

レ
ー
ト
内

の
地
震
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Ｍ7以上の活断層

（１）地殻内の浅い地震地震動推計を行う対象地震

関東平野北西縁断層帯（Ｍ7.2）

立川断層帯（Ｍ7.3）

伊勢原断層帯（Ｍ7.0）

三浦半島断層群（Ｍ7.2）

神縄・国府津-松田断層帯（Ｍ7.5）
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Ｍ6.9の直下の地震
（１）地殻内の浅い地震地震動推計を行う対象地震

さいたま市直下

立川市直下

川崎市直下

横浜市直下

都心西部直下、都心東部直下

成田空港直下

羽田空港直下

千葉市直下

市原市直下



（２）プレート境界の地震
地震動推計を行う対象地震
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応急対策の対象とする地震予防対策の対
象とする地震
（Ⅰ） 都心部（Ⅱ） 都心部周辺（Ⅲ）

(

１)

地
殻
内
の
浅
い
地
震

(

２)

フ
ィ
リ
ピ
ン
海

プ
レ
ー
ト
と
北
米

プ
レ
ー
ト
と
の
境

界
の
地
震

Ⅰ(2)
19断層面の領
域(Ｍ7.3)

Ⅱ(2)
２断層面の領域
（Ｍ7.3）
○東京湾北部

Ⅲ(2)
中核都市、交通網、ライフラインに影
響を与える５断層面の領域(Ｍ7.3）
○茨城県南部
○多摩

(

３)

フ
ィ
リ

ピ
ン
海
プ

レ
ー
ト
内

の
地
震



（２）プレート境界の地震　地震動推計を行う対象地震

発生間隔が約200～300年とされる関東大地震タイプ
（マグニチュード８クラス）

今後100年以内に発生する可能性はほとんどないことから除外

南関東で発生した地震（Ｍ６以上、1600年以降）

元
禄
関
東
地
震
（
一
七
〇
三
）

関
東
大
震
災
（
一
九
二
三
）

２２０年

凡例
●j：マグニチュード８クラス
●：マグニチュード７クラス

●：マグニチュード６クラス

２００～３００年

マ グ ニ
チュード
７クラス
の地震が
発生する
可能性

関
東
大
震
災
ク
ラ
ス
の
地
震

安
政
江
戸
地
震

東

京

地

震

丹

沢

地

震

活動期 静穏期 活動期 静穏期 活動期？

首都直下地震対策専門調査会（第１回）資料 11
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１
６
１
５
（
慶
長
）
江
戸

地
震

Ｍ
６
．
４

１
６
４
９
（
慶
安
）
江
戸

地
震

Ｍ
７
．
１

１
７
０
３
　
元
禄
地
震

Ｍ
８
．
２

１
８
５
５
（
安
政
）
江
戸

地
震

Ｍ
６
．
９

１
８
９
４
（
明
治
）
江
戸
地

震
Ｍ
７
．
０

１
９
２
３
　
関
東
地
震

Ｍ
７
．
９

震度５

震度６

（
江
戸
／
東
京
）

ひ
ず
み

エ
ネ
ル
ギ
ー

１
９
８
５
／
１
０
／
４
　
千
葉
・
茨
城
県
境
地
震
　

Ｍ
６
．
４

１
９
９
２
／
２
／
２
　
浦
賀
水
道
　
Ｍ
５
．
９

地震ワーキンググループ岡田委員提供資料

地震動推計を行う対象地震 （２）プレート境界の地震
　



地震動推計を行う対象地震 （２）プレート境界の地震　
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：発生の可能性が
低い領域

：発生の可能性が
高い７領域

凡例

Ⅰ　関東地震
Ⅱ　地震活動低
Ⅲ　スロースリップ

Ⅳ　衝突域

Ⅳ

Ⅲ

Ⅰ

Ⅱ

茨城県南部

多摩

東京湾北部

１９断層面の領域の整理

（第１回岡田委員提供資料をもとに作成）



（３）フィリピン海プレート内の地震
地震動推計を行う対象地震

14（２）プレート境界の地震の地震動によって包含

応急対策の対象とする地震予防対策の対
象とする地震
（Ⅰ） 都心部（Ⅱ） 都心部周辺（Ⅲ）

(

１)

地
殻
内
の
浅
い
地
震

(

２)

フ
ィ
リ
ピ
ン
海

プ
レ
ー
ト
と
北
米

プ
レ
ー
ト
と
の
境

界
の
地
震

(

３)

フ
ィ
リ

ピ
ン
海
プ

レ
ー
ト
内

の
地
震

Ⅱ(3)
○東京湾北部
(Ｍ7.3)

Ⅲ(3)
○茨城県南部
○多摩
(Ｍ7.3)
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ある程度の
切迫性が
高いと考え
られる

近い将来
発生の可
能性が否
定できない

近い将来
発生の可
能性は低
い

地震発生
の蓋然性

首都機能
の重要性

首都機能集積首都機能を支える交通網やﾗｲﾌﾗｲﾝ等の機能

中核都市の機能

その他の機能

プレート境界、プレート内の地震
（19断層面のうち発生可能性の低い領域に該当する12断層面の領域）

都心東部
都心西部

さいたま市、千葉市、川崎市、横浜市、立
川市、羽田、市原市、成田

地殻内の浅い地震M6.9

活断層M7.0以上（最近500年以内に発生したものを除く）

関東平野北西縁断層帯
立川断層帯
伊勢原断層帯

神縄・国府津-松田断層帯
三浦半島断層群

プレート境界、プレート内の地震（19断層面のうち東京湾北部などの７断層面の領域）

東京湾北部茨城県南部
多摩 ：応急対策の対

象とする地震

近い将来発生する
可能性がほとんど
ない地震は除外。中核都市等直下 都心直下

　
　
　
　

注１）　

：予防対策の対
象とする地震

「近い将来」とは、
今後100年程度を
いう。

注２）　

凡例

今回検討対象とした地震

地震動推計を行う対象地震

都心部周辺 都心部



16

地震動の推計

対象とした全ての地震の震度分布を重ね合わせ、
予防対策用震度分布図を作成

予防対策の対象地震

対象とした地震のそれぞれ震度分布図を作成

応急対策の対象地震

なお、震度分布は基本的に1kmメッシュで作成したが、都心部（千代田区、
港区、中央区、新宿区）付近については、首都機能の特性をより細かなメッ
シュで表現することが望ましいことから、東京ガス株式会社所有の50ｍメッ
シュ地盤データを利用
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